































































































1980年 23.5 67.4 9.1
1985年 21.5 68.2 10.3
1990年 18.2 69.5 12.0
1995年 15.9 69.4 14.5




1955（昭和30）年 531万人 1980（昭和55）年 1,354万人
1960（昭和35）年 738万人 1985（昭和60）年 1,548万人
1965（昭和40）年 913万人 1990（平成２）年 1,834万人
1970（昭和45）年 1,096万人 1995（平成７）年 2,048万人
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旧 法 改 正 法
名称 自立相談援助事業（予算事業） 名称 児童自立生活援助事業（法制化）
厚生統計協会編・発行『国民の福祉の動向』1998年、45号、120頁
義務教育修了後の児童に対し、小規模ホーム
形態で、社会的自立に向けた相談援助を行う。
同左。
内
容
内
容
授業終了後に児童厚生施設等の施設を利用して適切な遊び及び生活の場を与えてその健全な育
成を図る事業をいう。」と定義されている。つまり、昼間における保護者不在家庭の小学校低学
年児童を対象に、遊びと生活にもとづく健全育成を図ることを規定したのである。具体的な活
動は、『国民の福祉の動向2001年』によると「①児童の健康管理、安全確保、情緒の安定、②
遊びの活動への意欲と態度の形成、③遊びを通しての自主性・社会性・創造性の向上、④児竜
の遊びの活動状況の把握と家庭への連絡など12）」となっている。ここから、本事業の推進は、
子育て支援の一助となることがわかる。
３　保育所制度の見直し
近年における保育需要の多様化、子育て機能の低下などにより、保育所などの社会資源の活
用強化が重要となっている。1994（平成６）年策定のエンゼルプランなどでも、保育所制度改
正が求められている。このような経緯のもと、1997年に改正がなされた。児童福祉法を検討す
ると、次のように見直されたことがわかる。
①　選択利用システムが導入された（児童福祉法第24条）
つまり、市町村の措置（行政処分）に基づく入所の仕組みを、保育所に関する情報の提供に基づき、
保護者が希望する保育所を選択できる仕組みに改めたということである。これにより、市町村は、保
育所の設置者や設備、保育内容などに関しての情報公開をすること、そして保育所の受け入れ能力が
あるかぎりは、保護者の希望に添って入所を許可することが義務づけられた。
②　保育料負担のやり方が見画された（児童福祉法第56条２）
これは、現行の応能負担方式を、保育サービスの費用を基礎として家計に与える影響を考慮しなが
ら児童の年齢などによって定められる額を均一的に負担する方式に改めることである。なお当面は、
保育料負担の激変を避けるため、保育料基準額表の簡素化を図ることで対応されている。
③　保育所に相談・助言機能が組み込まれた（児童福祉法第48条２）
つまり、保育所が、地域住民に対して保育に関する相談・助言を行うよう努めなければならないと
したことである。地域の子育て支援という発想に立った保育所の取り組みが必要とされたために規定
されたのである13）。
このことから、児童福祉法の改正にともなって保育所制度は、「利用者本位の保育サービスの
充実、年齢に応じた保育費用の均一化、子育て相談の強化」が図られたことがわかる。つまり、
子育てしやすい環境の整備、児童の健全育成の支援を組み込んで改正がなされたということで
ある。
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４　児童相談所機能の強化
近年における社会においては、児童虐待など多様な児童問題が生じてきたので児童相談所だ
けでは対応しきれなくなってきた。そこで、児童相談所機能を強化するために、児童養護施設
などに児童家庭支援センターが創設された。第44条２においては、「児童家庭支援センターは、
地域の児童の福祉に関する各般の問題につき、児童、母子家庭その他の家庭、地域住民その他
からの相談に応じ、必要な助言を行うとともに、第26条第１項第２号及び第27条第１項第２号
の規定による指導を行い、あわせて児童相談所、児童福祉施設等との連絡調整その他厚生省令
の定める援助を総合的に行うことを目的とする施設とする。②児童家庭福祉センターは、厚生
省令の定める児童福祉施設に附置するものとする。③児童家庭支援センターの職員は、その職
務を遂行するに当たっては、個人の身上に関する秘密を守らなければならない。」と規定されて
いる。つまり、児童相談所の連絡調整機能を強化するために規定されたものであるということ
ができる。宮本は、「児童相談所において対応が難しい事例に関して、都道府県児童福祉審議会
の意見を聴くことにより、施設入所措置等がより専門的・客観的に行われるようにその機能の
強化を図った14）」と述べている。
Ⅴ．結論
第二次世界対戦の後、戦災孤児等が町を俳徊することに憂慮した政府が、児童福祉法を制定
し、施行したが、およそ半世紀わたる児童を取り巻く環境の変化、とりわけ、少子・高齢化の
進行、働く母親の増加などによってその法の抜本的改正が迫られた。今までの児童福祉法は、
時代のニーズに沿って少しずつ改正されてきたが、1998年に施行された法は大幅に改正されて
いた。児童福祉法・新旧対照表を改めて検討してみると、児童自立生活援助事業施策の充実、
放課後健全育成事業の推進、保育所制度の見直し、児童相談所機能の強化に関する事項が盛り
込まれていることがわかった。
これらのことを、参議院及び衆議院の両者の厚生委員会における「児童福祉法などの一部を
改正する法律案に対する附帯決議」のそれぞれの内容と照らし合わせてみると、児童福祉法理
念の改正はなされていなかった。つまり、児童福祉法第１条［児童福祉の理念］に規定されて
いる条項が改正されなかったということである。この規定では、児童を愛護と保護の客体とし、
権利の主体と考えていないことがうかがえる。すなわち、従来の「保護的」児童観に基づく家
族分離、児童を切り離して対象化するという考え方が残っているといわざるをえない。
また、児童福祉法第２条［児童育成の責任］に規定されている条項が改正されなかったとい
うことである、この規定では、児童の権利と親権と公権との関係、施設内では、児童の権利と
親権と施設長の権限の関係を明確化することができない。
改正案に盛り込まれた児童自立生活援助事業施策の充実については、児童福祉施設の名称が、
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児童の自立を目指すために変更されたり、施設の機能や対象児童の改正が図られたりするなど
している。なかでも、教護院が児童自立支援施設という名称に変更され、学校教育の実施が義
務づけられたのは注目に値する。
そして、放課後健全育成事業の推進については、学童保育がはじめて認定され、制度化され
たことがわかった。これは、第２種社会福祉事業に位置づけられ、国の予算が出るようになっ
たのである。しかし、そこで働く人の身分保障がない、運営費が保証されていないなどの問題
点が残った。
第３に、保育所制度の見直しについては、利用者の視点に立った保育サービスの充実に努め
るとともに新エンゼルプランの推進をはかり、子育てしやすい環境の整備、児童の健全育成を
図るためになされたものであった。しかし、選択可能なほどに施設が充実しているかなどの問
題が残る。
第４に、児童相談所機能の強化は、児童を取り巻く多様な社会問題が増えたために、児童相
談所のみでは対応することができなくなったために、児童家庭支援センターが設立されたこと
がわかった。
以上のように、本稿では、第二次世界大戦後以降の児童を取り巻く環境の変遷から1997（平
成９）年の改正点について検討してきた。改正では、児童の権利、児童福祉の理念等を含む
「児童福祉法」の検討、児童養育と家族の問題の問題などについての条項の改正も指摘されたが、
今回はそこまではいかなかったこと、またこのように改正がされても問題点、特に保育所制度
については、検討の余地があることを明らかにした。1997年の改正も、今後の改革に向けた改
正であったのである。
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